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障害者雇用促進法では、事業主に対し常時雇用する従業員の一定割合（法定雇用率、民

間企業の場合は 2.0％）以上の障害者を雇うことを義務付けています。 

今回の集計結果は、同法に基づき、毎年 6 月 1 日現在の身体障害者、知的障害者、精神

障害者の雇用状況について、障害者の雇用義務のある事業主などに報告を求め集計したも

のです。 
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平成 28 年 障害者雇用状況の集計結果 

 

三重県内の民間企業における 

障害者実雇用率は 2.04％＜全国 20 位＞ 

法定雇用率達成企業の割合は 60.8％＜全国 9位＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
【集計結果の主なポイント】(平成 28 年 6 月 1 日現在) 
 

＜民間企業＞（法定雇用率 2.0％） 

 ・実雇用率は 2.04％と 0.07 ポイント前年を上回った。【全国 20 位】（昨年は 20 位） 

 ・雇用障害者数は、3,671.0 人（昨年は 3,448.5 人で、222.5 人 6.5％増） 

 ・法定雇用率達成企業の割合は 60.8％と 5.1 ポイント前年を上回った。 

【全国 9 位】（昨年は 18 位） 

 

＜公的機関＞（法定雇用率 2.3％、県教育委員会は 2.2％） 

 ・県の機関：雇用障害者数 151.5 人、実雇用率 2.69％ 

   県の 3 機関（知事部局、病院事業庁、企業庁）は、いずれも法定雇用率を達成した。 

 ・市町等の機関：雇用障害者数 394.5 人、実雇用率 2.42％ 

市町等の 42 対象機関全体で、雇用障害者数、実雇用率ともに前年を上回る。 

2 機関が法定雇用率未達成。 

 ・三重県警察：雇用障害者数 8.0 人、実雇用率 2.06％ 

・県教育委員会：雇用障害者数 264.0 人、実雇用率 2.43％ 

平成 28 年 12 月 13 日 

職業安定部職業対策課 

課  長      東  昭 宏 

課長補佐      浦  幸 生 

地方障害者雇用担当官 仲    誠 

☎059-226-2306 

 

三重労働局では、このほど、県内の民間企業や公的機関などにおける平成 28 年の「障

害者雇用状況」集計結果を取りまとめましたので、公表します。 

 法定雇用率を達成！ 
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２ 公的機関における在職状況   

(1) 県の機関（法定雇用率 2.3％）〔Ｐ９ 第４表〕 

   県の機関（知事部局、病院事業庁、企業庁）に在職している障害者の数は 151.5 人

で、実雇用率は 2.69％と、前年に比べ 0.03 ポイント下回った。3 機関の全てで達成。 

 

(2)  市町等の機関（法定雇用率 2.3％）〔Ｐ10 第５表〕 

   県内の市町等の 42 機関（市町 29、市町教育委員会 6、公営企業 5、地方公共団体の

組合 2）に在職している障害者数は 394.5 人で、実雇用率は 2.42％と、前年に比べ 0.04

イント上回った。42 機関のうち 2 機関が未達成。（前年は 41 機関中 3 機関が未達成） 

  【未達成の機関】 

紀宝町、尾鷲市教育委員会 

 

(3) 三重県警察（法定雇用率 2.3％）［Ｐ９第４表］ 

    三重県警察に在籍している障害者数は 8.0 人で、前年より 1.0 人減少し、実雇用率

2.06％と、前年に比べ 0.27 ポイント下回った。 

 

(4) 三重県教育委員会（法定雇用率 2.2％）〔Ｐ９ 第４表〕 

   三重県教育委員会に在職している障害者数は 264.0 人で、前年より 19.0 人増加し、

実雇用率 2.43％と、前年に比べ 0.18 ポイント上回った。 

 

3 地方独立行政法人等における雇用状況  ［Ｐ11第６表］ 

  地方独立行政法人等（法定雇用率 2.3％）に雇用されている障害者の数は 68.0 人で、

前年より 2.0 人減少し、実雇用率は 2.04％と、前年に比べ 0.11 ポイント下回った。 

 

4 今後の取組み  

三重労働局は、県内の障害者雇用率の更なる向上を目指して、三重県と連携した取組み

を行う。 

「障がい者雇用推進プラン 2017 －三重県の障害者雇用率向上のための取組について－」

〔Ｐ６〕 

注①：「障害者の数」とは、次に掲げる者の合計数である。 
平成 17 年度まで：身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）、知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） 

重度身体障害者である短時間労働者、重度知的障害者である短時間労働者 

平成 18 年度以降：身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）、知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） 

重度身体障害者である短時間労働者、重度知的障害者である短時間労働者、精神障害者 

精神障害者である短時間労働者（精神障害者である短時間労働者は 0.5 人でカウント 

平成 23 年度以降：身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）、知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント） 

重度身体障害者である短時間労働者、重度知的障害者である短時間労働者、精神障害者 

身体障害者である短時間労働者（身体障害者である短時間労働者は 0.5 人でカウント） 

知的障害者である短時間労働者（知的障害者である短時間労働者は 0.5 人でカウント） 

精神障害者である短時間労働者（精神障害者である短時間労働者は 0.5 人でカウント） 

注②：地域別の状況は、企業の主たる事務所（特例子会社等の認定を受けている企業にあっては、その親会社の 

主たる事務所）が所在するハローワークにおいて、集計したものである。 
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障がい者雇用推進プラン 2017 
－三重県の障害者雇用率向上のための取組について－ 

 

 三重労働局と三重県は、障がい者雇用の更なる進展を目指して、平成 29 年 6 月 1 日現在

の民間企業における障害者実雇用率が 2.25％、達成企業割合が 62.0％となることを目標に、

三重県雇用対策協定に基づき、より一層連携して次の取組を行います。 
 
１ 三重労働局と三重県との連携強化による取組 

(1) 県民総参加による障がい者雇用の推進 

○ 三重労働局と三重県は、「みえ県民力ビジョン」第二次行動計画及び「みえ障がい者

共生社会づくりプラン」に基づき、「三重県障がい者雇用推進協議会」において様々な

意見をいただきながら、県民、企業、労働、福祉、教育等多様な分野の関係者と連携し、

ステップアップカフェ「Cotti 菜」の活用など障がい者雇用に関する理解を深める取組

を進め、障がい者雇用を促進します。 

(2) 県内企業に対する雇用支援等の強化 

○ 三重労働局と三重県は、「三重県障がい者雇用推進企業ネットワーク」を活用し、障

がい者就職面接会等の雇用支援や職場定着支援、人材育成支援、企業間の情報交流など、

連携した取組を強化します。 

○ 三重労働局と三重県は、企業の意思決定を促すために、好事例を紹介するセミナーの

開催や、製造業等の障害者実雇用率が全国平均を下回っている業種への働きかけなど、

より一層の意識醸成を図ります。 
 
２ 三重労働局とハローワークの取組 

(1)  三重労働局とハローワークの雇用率達成指導の強化 

三重労働局とハローワークは、全ての雇用率未達成企業に対して、法的雇用の責務に

関する指導を実施すると共に、職務再設計やミニ面接会の開催等、採用に向けた提案を

行い、より多くの企業が早期に法定雇用率を達成できるよう支援します。 

特に、地域の主要企業等に対しては、県・市町と合同で訪問指導を行います。 

(2)  職場定着支援の強化 

ハローワークは、障がい者求人の開拓・確保、マッチングを推進すると共に、障がい

者が職業生活に適応できるよう、障害者職業センターや地域の障害者就業・生活支援セ

ンター等と連携し、企業における採用から職場定着までをより積極的に支援します 

特に、平成 30 年 4 月 1 日の精神障がい者の雇用義務化を視野に入れ、精神障がい者

の雇用に関する取組を強化します。 

（3）離職者の補充に関する雇用支援 

   ハローワークは、企業との連携を密にして、離職者が発生した場合の補充採用など継

続して雇用数が維持できるよう支援します。 

（4）平成 30 年 4 月の法定雇用率改定に向けての対応 

   三重労働局とハローワークは、法定雇用率の改定に伴い雇用率が未達成となる見込み

の企業に対して、障がい者採用計画の前倒し等、積極的な雇用に取り組むよう周知・啓発

を行います。 

（5）三重労働局とハローワークは、平成 28 年 4 月施行の雇用の分野における障害者差別の

禁止、合理的配慮の提供義務等について、様々な機会を通じて周知・啓発に努めると共に、

障がい者からの相談・支援体制を整えます。 
 
   平成 28 年 12 月 13 日 

         三重労働局長  林  雅 彦 
 

三 重 県 知 事  鈴 木  英 敬 



（第1表） 民間企業における障害者の雇用状況

（平成28年6月1日現在）

企業 人 人 人 人 人 ％ ％

注）1 常用労働者とは、常用労働者総数から除外率相当数を除いた法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数である。

注）2 障害者の数とは、身体障害者と知的障害者と精神障害者の計である。Ａ欄の重度障害者（重度身体障害者及び重度知的障害者）

      については、ダブルカウントしている。B欄の「重度障害者以外の障害者」には、重度障害者である短時間労働者

の数が含まれている。C欄の「短時間障害者」には身体・知的・精神障害者である短時間労働者１人の数を0.5としてカウントしている。

注）3 ( )内は、平成27年6月1日現在の数値である。

（第2表） 一般民間企業における規模別障害者の雇用状況

（平成28年6月1日現在）

人 企業 人 人 人 人 人 ％ ％

注）第1表と同じ

3,671.0

(700.0) (1,722.0) (653.0) (3,448.5) (1.97)  

1,044 179,643.0 752.0 1,863.0 608.0 2.04

区分 企業数 常用労働者数
障害者の数

実雇用率
雇用率達成
企業の割合

A重度障害者
B重度障害者
以外の障害者

C短時間障害者 合計(A×2+B＋Ｃ×0.5)

(5) (3,258.0) (21.0) (26.0) (4.0) (70.0) (2.15)  (40.0)

60.8

(1,014)

 事項

規模別
企業数 常用労働者数

障害者の数
実雇用率

雇用率達成
企業の割合

A重度障害者
B重度障害者
以外の障害者

C短時間障害者 合計(A×2+B＋Ｃ×0.5)

特殊法人等
〔2.3 ％〕

5 3,329.0 21.0 29.0 6.0 74.0 2.22 40.0

(55.7)(175,456.5)

一般の民間企業
〔2.0 ％〕

681.0 1.89 57.4

(509) (35,589.0) (113) (376) (337.0) (770.5) (2.16)

521 36,125.5 115 379 144.0

(53.2)

100～300人未
満

394 61,254.5 228 688 314.0 1,301.0 2.12 66.5

50～100人未満

(1.79) (59.9)

300～500人未
満

79 27,238.0 125 276 44.0 548.0 2.01

(377) (59,122.0) (196) (584) (159.0) (1,055.5) 

59.5

(79) (26,818.5) (111) (264) (50.0) (511.0) 

2.21 75.0

(1.91) (50.6)

466.0 1.90 47.4

(37) (23,569.0) (107) (197) (46.0) (434.0) (1.84)

38 24,465.5 113 217 46.0

(51.4)

500～1000人未
満

(2.23) (75.0)

計
1,044 179,643.0 752 1,863 608.0 3,671.0 2.04

(12) (30,358.0) (173) (301) (61.0) (677.5) 
1000人以上

12 30,559.5 171 303 60.0 675.0

60.8

(1,014) (175,456.5) (700) (1,722) (653.0) (3,448.5) (1.97) (55.7)
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（第3表） 一般民間企業における産業別障害者の雇用状況
（平成28年6月1日現在）

農、林業、漁業 4 (5) 414.5 (506.0) 2 (1) 7 (6) 1.0 (1.0) 11.5 (8.5)  2.77 (1.68) 100.0 (60.0)

鉱業,採石業,砂利
採取業 4 (4) 718.0 (702.5) 4 (3) 6 (5) 0.0 (0.0) 14.0 (11.0)  1.95 (1.57) 50.0 (50.0)

建設業 35 (33) 3,311.0 (3,057.0) 16 (14) 31 (29) 2.0 (3.0) 64.0 (58.5)  1.93 (1.91) 68.6 (66.7)

製造業 338 (333) 64,222.5 (63,179.0) 294 (271) 610 (573) 61.0 (53.0) 1,228.5 (1141.5)  1.91 (1.81) 62.4 (55.9)

食料品・たばこ 56 (55) 9,704.0 (9,687.0) 37 (38) 107 (101) 23.0 (17.0) 192.5 (185.5)  1.98 (1.91) 66.1 (63.6)

繊維 6 (5) 524.5 (451.0) 2 (1) 5 (5) 3.0 (1.0) 10.5 (7.5)  2.00 (1.66) 66.7 (80.0)

木材・家具 4 (1) 259.5 (67.0) 0 (0) 2 (0) 1.0 (0.0) 2.5 (0.0)  0.96 (0.00) 50.0 (0.0)

パルプ・紙・印刷 5 (5) 539.0 (553.0) 4 (3) 0 (1) 1.0 (0.0) 8.5 (7.0)  1.58 (1.27) 40.0 (20.0)

化学工業 38 (36) 6,228.0 (5,504.0) 17 (13) 61 (49) 4.0 (2.0) 97.0 (76.0)  1.56 (1.38) 57.9 (41.7)

窯業・土石 15 (14) 2,342.0 (2,049.0) 11 (10) 22 (16) 1.0 (1.0) 44.5 (36.5)  1.90 (1.78) 73.3 (64.3)

鉄鋼 4 (3) 442.0 (366.0) 2 (1) 4 (5) 0.0 (0.0) 8.0 (7.0)  1.81 (1.91) 75.0 (100.0)

非鉄金属 8 (8) 725.0 (671.0) 5 (3) 6 (4) 0.0 (0.0) 16.0 (10.0)  2.21 (1.49) 62.5 (50.0)

金属製品 35 (36) 3,722.0 (3,846.5) 19 (19) 40 (41) 1.0 (2.0) 78.5 (80.0)  2.11 (2.08) 68.6 (69.4)

電気機械 49 (48) 20,531.0 (20,865.0) 123 (116) 186 (188) 11.0 (13.0) 437.5 (426.5)  2.13 (2.04) 67.3 (62.5)

その他機械 89 (93) 14,647.5 (14,674.0) 60 (54) 127 (114) 12.0 (14.0) 253.0 (229.0)  1.73 (1.56) 59.6 (49.5)

その他 29 (29) 4,558.0 (4,445.5) 14 (13) 50 (49) 4.0 (3.0) 80.0 (76.5)  1.76 (1.72) 51.7 (48.3)

電気･ｶﾞｽ･熱供給 2 (2) 238.5 (225.0) 0 (0) 3 (2) 1.0 (0.0) 3.5 (2.0)  1.47 (0.89) 50.0 (50.0)

情報通信業 15 (15) 2,566.0 (2,574.0) 10 (10) 19 (15) 1.0 (1.0) 39.5 (35.5)  1.54 (1.38) 66.7 (46.7)

運輸業、郵便業 86 (82) 13,116.5 (12,759.5) 46 (46) 148 (131) 21.0 (26.0) 250.5 (236.0)  1.91 (1.85) 66.3 (67.1)

卸売業、小売業 115 (110) 18,652.0 (18,341.5) 65 (57) 164 (159) 58.0 (56.0) 323.0 (301.0)  1.73 (1.64) 47.8 (48.2)

金融業、保険業 11 (11) 9,055.5 (8,679.0) 37 (39) 97 (89) 26.0 (29.0) 184.0 (181.5)  2.03 (2.09) 72.7 (63.6)

不動産業、物品賃
貸業 7 (7) 1,230.5 (1,193.5) 6 (4) 9 (5) 4.0 (3.0) 23.0 (14.5)  1.87 (1.21) 71.4 (42.9)

学術研究、専門・技
術サービス業 13 (14) 1,822.0 (1,872.0) 7 (6) 9 (10) 7.0 (6.0) 26.5 (25.0)  1.45 (1.34) 38.5 (28.6)

宿泊業、飲食サー
ビス業 32 (28) 7,715.0 (7,476.5) 38 (37) 79 (73) 33.0 (33.0) 171.5 (163.5)  2.22 (2.19) 68.8 (60.7)

生活関連サービス
業、娯楽業 28 (28) 5,948.0 (5,837.0) 21 (25) 55 (42) 14.0 (14.0) 104.0 (99.0)  1.75 (1.70) 28.6 (32.1)

教育,学習支援業 19 (19) 2,637.0 (2,468.0) 5 (3) 21 (17) 8.0 (6.0) 35.0 (26.0)  1.33 (1.05) 47.4 (31.6)

医療,福祉 201 (196) 30,387.0 (29,710.5) 150 (141) 443 (432) 346.0 (399.0) 916.0 (913.5)  3.01 (3.07) 72.1 (70.9)

複合ｻｰﾋﾞｽ事業 18 (17) 5,850.0 (5,721.5) 23 (20) 50 (49) 6.0 (6.0) 99.0 (92.0)  1.69 (1.61) 44.4 (35.3)

ｻｰﾋﾞｽ業 116 (110) 11,759.0 (11,154.0) 28 (23) 112 (85) 19.0 (17.0) 177.5 (139.5)  1.51 (1.25) 52.6 (40.9)

計 1,044 (1,014) 179,643.0 (175,456.5) 752 (700) 1,863 (1,722) 608.0 (653.0) 3,671.0 (3,448.5) 2.04 (1.97) 60.8 (55.7)

注）第1表と同じ

実雇用率
雇用率達成
企業の割合

A重度障害者
B重度障害者
以外の障害者

C短時間障害者
合計(A×2+B＋Ｃ×

0.5)

 事項

産業別
企業数 常用労働者数

障害者の数
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◎ 法定雇用率とは

民間企業、国、地方公共団体は、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、

それぞれ以下の割合（法定雇用率）に相当する数以上の障害者を雇用しなければならな

いこととされている。

雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者又は知的障害者である（なお、精神障害

者は雇用義務の対象ではないが、精神障害者保健福祉手帳保持者を雇用している場合は

雇用率に算定することができる）。

一般の民間企業 ……………………… ２．０％

○ 民間企業 ……… （50人以上規模の企業）

特殊法人等 …………………………… ２．３％

労働者数43.5人以上規模の特殊法人、

独立行政法人、国立大学法人等

〇 国、地方公共団体 …………………………………………… ２．３％

（43.5人以上規模の機関）

○ 都道府県等の教育委員会 …………………………………… ２．２％

（45.5人以上規模の機関）

（カッコ内は、それぞれの割合（法定雇用率）によって１人以上の

障害者を雇用しなければならないこととなる企業等の規模である。）

【一般民間企業における雇用率設定基準】

身体障害者及び知的障害者である常用労働者の数

＋ 失業している身体障害者及び知的障害者の数

障害者雇用率 ＝

常用労働者数 ＋ 失業者数

※ 特殊法人、国及び地方公共団体における障害者雇用率は、一般の民間企業の

障害者雇用率を下回らない率をもって定めることとされている。

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者については、その１人の雇用をもって、

２人の身体障害者又は知的障害者を雇用しているものとしてカウントされる。

※ 重度身体障害者又は重度知的障害者である短時間労働者（１週間の所定労働

時間が２０時間以上３０時間未満の労働者）については、１人分として、重度

以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者につい

ては、0.5人分としてカウントされる。

※ 法定雇用率については、平成25年４月１日に改定され、それぞれ、一般の民

間企業：1.8％→2.0％、特殊法人等、国、地方公共団体：2.1％→2.3％、都道

府県等の教育委員会：2.0％→2.2％となった。
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(2) 障害者不足数階級別の法定雇用率未達成企業数

0.5人
又は１人

1.5人
又は2人

2.5人
又は3人

3.5人
又は4人

4.5人以上
9人以下

9.5人以上
20人以下

20.5人以上
50人以下

50.5人
以上

規模計 409 305 70 21 10 3 0 0 0 247
(100.0%) (74.6%) (17.1%) (5.1%) (2.4%) (0.7%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (60.4%)

222 222 0 0 0 0 0 0 0 207
(100.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (93.2%)

132 66 54 11 1 0 0 0 0 39
(100.0%) (50.0%) (40.9%) (8.3%) (0.8%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (29.5%)

32 11 10 7 3 1 0 0 0 1
(100.0%) (34.4%) (31.3%) (21.9%) (9.4%) (3.1%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (3.1%)

20 4 5 3 6 2 0 0 0 0
(100.0%) (20.0%) (25.0%) (15.0%) (30.0%) (10.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

3 2 1 0 0 0 0 0 0 0
(100.0%) (66.7%) (33.3%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

注１ 上段は企業数、下段は当該企業規模階級内における構成比。

２

500～1000人
未満

1,000人以上

1
6

②欄の「不足数」とは、法定雇用率を達成するために、現在の雇用障害者数に加えて雇用しなければならない障害者の数である。

③障害者の
 数が０人で
 ある企業数

①法定雇用率
未達成企業
の数

区分

②不足数

50～100人
未満

100～300人
未満

300～500人
未満



(3) 都道府県別の実雇用率等の状況
注

都道府県名 実雇用率 (対前年増減)
法定雇用率達成

企業の割合
(対前年増減)

全国 1.92  0.04 48.8 1.6  43,569 ／  89,359
北海道 2.06 0.11 51.5 1.6  1,677 ／  3,257
青森 1.98 0.09 54.2 2.7  473 ／  872
岩手 2.07 0.08 56.3 2.2  520 ／  923
宮城 1.88 0.09 50.0 3.4  706 ／  1,411
秋田 1.90 0.06 57.8 0.3  400 ／  692
山形 1.96 0.03 56.3 2.9  482 ／  856
福島 1.90 0.06 53.6 3.1  707 ／  1,319
茨城 1.90 0.07 53.9 0.8  753 ／  1,398
栃木 1.90 0.08 57.3 2.2  615 ／  1,074
群馬 1.90 0.10 56.4 4.1  754 ／  1,336
埼玉 1.93 0.07 49.0 3.2  1,389 ／  2,837
千葉 1.86 0.04 51.5 2.5  1,114 ／  2,163
東京 1.84 0.03 33.2 1.1  6,184 ／  18,640

神奈川 1.87 0.05 46.7 2.7  2,006 ／  4,295
新潟 1.93 0.08 57.8 3.4  993 ／  1,719
富山 1.96 0.05 57.5 1.3  557 ／  968
石川 1.88 0.02 56.5 2.2  537 ／  951
福井 2.31 △ 0.01 56.8 3.6  370 ／  651
山梨 1.92 0.09 56.3 0.5  312 ／  554
長野 2.02 0.04 60.2 0.7  908 ／  1,508
岐阜 1.95 0.06 56.7 1.7  792 ／  1,396
静岡 1.90 0.04 51.4 2.0  1,355 ／  2,635
愛知 1.85 0.04 47.2 1.8  2,662 ／  5,641
三重 2.04 0.07 60.8 5.1  635 ／  1,044
滋賀 2.09 0.11 58.8 △ 0.3  445 ／  757
京都 2.02 0.05 50.6 0.9  868 ／  1,714
大阪 1.88 0.04 45.3 1.3  3,265 ／  7,215
兵庫 1.97 0.00 51.9 0.1  1,599 ／  3,078
奈良 2.60 0.20 60.4 1.8  336 ／  556

和歌山 2.41 0.25 64.7 3.0  355 ／  549
鳥取 2.11 0.12 59.1 4.3  250 ／  423
島根 2.17 0.04 66.3 1.7  348 ／  525
岡山 2.45 0.16 53.2 1.9  719 ／  1,352
広島 1.99 0.04 48.2 0.9  1,023 ／  2,124
山口 2.47 △ 0.04 55.7 0.9  480 ／  861
徳島 2.09 0.05 63.7 △ 0.5  269 ／  422
香川 1.91 0.03 57.8 2.1  451 ／  780
愛媛 1.87 0.05 51.7 3.1  476 ／  920
高知 2.20 0.06 62.4 1.3  299 ／  479
福岡 1.95 0.07 51.2 1.0  1,732 ／  3,385
佐賀 2.43 0.06 73.1 1.8  399 ／  546
長崎 2.21 0.07 58.4 1.0  539 ／  923
熊本 2.19 0.00 57.4 1.1  662 ／  1,153
大分 2.46 0.03 61.2 2.5  462 ／  755
宮崎 2.32 0.08 66.9 △ 1.7  486 ／  727

鹿児島 2.16 0.07 61.5 2.5  672 ／  1,092
沖縄 2.34 0.05 60.4 0.1  533 ／  883

都道府県別の状況は、企業の主たる事務所（特例子会社等の認定を受けている企業にあっては、その親会社の主たる事務
所）が所在する都道府県において、集計したものである。

法定雇用率達成企業の数
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